


はじめに

　「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律が平

成 11 年に改正され、派遣対象業種が 13 業種から大幅に拡大され、その後平成 16 年から物の

製造業務への派遣が認められ、現在は禁止業種（建設、警備、港湾、医療）を除き派遣労働者

の受入れが可能となりました。このため、派遣労働者は著しく増加しましたが、最近の経済

情勢の影響を受け、派遣労働者数は、対前年度比 24.3％減の約 302 万人（平成 21 年度の「労

働者派遣事業報告書」）となりました。しかし、依然として多くの派遣労働者が就業している

状況にあります。

　同時に、派遣労働者の労働災害（休業 4 日以上の死傷災害）は、派遣労働者の増加ととも

に増加し、平成 20 年以降は派遣労働者数の減少に伴い減少傾向に転じましたが、依然として

多くの労働災害が発生しています。また、派遣労働者の労働災害を派遣先の業種別にみると、

製造業の占める割合が依然として高いものの、陸運業（陸上貨物取扱業も含む。）も約 1 割を

占めています。

　特に陸運業、倉庫業に派遣される労働者は、労働災害に結びつく可能性の高い作業も多いこ

とから、派遣元・派遣先の事業者は、それぞれの責任に応じて、安全衛生管理体制の整備、安

全衛生管理活動、安全衛生教育や健康診断の実施など、派遣労働者の安全衛生確保のために労

働安全衛生法上の措置を徹底する必要があります。

　このたび、陸上貨物運送事業労働災害防止協会は厚生労働省の委託を受けて、陸運業・倉庫

業における派遣労働者を含めた安全衛生管理の定着・徹底を図るため、派遣労働者に係る安全

衛生管理マニュアルを作成いたしました。

　本マニュアルは、陸運業・倉庫業を対象として、安全衛生管理体制の整備や安全衛生教育等

を実施する上で配慮すべき事項、派遣労働者の安全衛生教育等を派遣元・派遣先事業者が連携

して効果的に実施する具体的な方法などを示すとともに、派遣労働者の安全衛生管理や安全衛

生教育などに関し派遣元・派遣先が連携して進めている事例も紹介しています。

　本マニュアルが、派遣元・派遣先の事業者などを対象とした研修会の基本テキストとして使

用されること等を通じて、派遣労働者を含めた労働災害の防止と事業場の安全衛生管理水準の

向上に寄与できれば幸いです。

派遣労働者の安全衛生管理マニュアル作成委員会
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